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科学技術人材を含む高度人材の国際的流動性 - 世界の潮流と日本の現状 - (調査資料 - 94)
元第２研究グループ研究員 齋藤 芳子





日本の産業システム  サイエンス型産業 (NTT 出版、2003 年 3 月)
第１研究グループ総括主任研究官 小田切宏之
このたび NTT 出版  より『日本の産業システム』と題された全 9 巻
のシリーズが刊行されることとなり、その先陣を切って『サイエンス型産

















































なお、本書執筆にあたっては、小田切が担当した第 10 章で古賀款久 (当研究所研究員) 、第 11 章で桑嶋健一
(客員研究官、筑波大学) の共著を得たほか、第 2 章は当研究所科学技術動向研究センターの小笠原敦 (客員研究
官、ソニー株式会社) 、茂木伸一 (主任研究官) 、桑原輝隆 (センター長) 、第 4 章は小林信一 (総括主任研究官
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元第２研究グループ研究員 ((独) 産業技術総合研究所技術と社会研究センター) 齋藤 芳子




機の一つが、アメリカが 1990 年に導入した H-1B ビザである。これは雇
用確保が困難な職種のうちで、とくに専門性の高い職種について、外国
人の雇用を認めるための一時在留資格である。このビザの承認数は年々


































OECD (経済開発協力機構) の DSTI と DEELSA は共同で、国際的な人材の移動の問題を取り上げ、2001 年 6
月に Seminar on International Mobility of Highly Skilled Workers をパリで開催した。日本からは 2 件の報告がなさ
れたが、そのうち 1 件が、本資料の執筆者の一人である小林による科学技術人材を含む高度人材の国際的流動性
の日本における実態についての報告であった (もう 1 件は日本の外国人労働政策について報告) 。この報告は
International Mobility of Human Resources in Science and Technology in Japan (COM/DSTI/DEELSA(2001)34) と




そこで、本資料の第1部には、Seminar on International Mobility of Highly Skilled Workers やその他の調査に基
づいて、科学技術人材を含む高度人材の国際的流動性に関する問題の概況を整理し、第2部および第3部において
日本の実態について示した。第1部は、Highly Skilled Worker の移動に関する OECD の検討状況と各国の取り組
みの概要を解説するためにまとめたものである。第2部には、International Mobility of Human Resources in Science
and Technology in Japan (COM/DSTI/DEELSA(2001)34) の全文を、第 3 部には最新のデータを追加した統計表
を、それぞれ収録している。
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内使用研究費の支出額は平成 11 年度に減少 (H10 年度 106,681 億円
から H11 年度 105,204 億円へ 1,477 億円減少) している。実際に我が
国の社内使用研究費は減少したのであろうか。平成 11 年度の科学技術























































・3/26〜 Prof. Demosthenes Agrafiotis:
ギリシア国立公衆衛生大学社会学部教授 (4/3まで滞在研究)
○ 講演会・セミナー
・4/ 7 「ドイツ型の技術政策について (Technology Policy German Style) 」



















○ 科学技術政策研究所に係る平成 15 年度第 1 期研修プログラムの実施
・4/23 第 1 回「基本計画下の科学技術政策展開の方向性と当研究所の果たすべき役割」
斎藤 尚樹: 企画課長・第３調査研究グループ総括上席研究官
・4/25 第 2 回「第 1 期・第 2 期科学技術基本計画の達成効果と今後の課題」
Dr. William Blanpied: 元 NSF 東京事務所長(表紙写真)
○ 新着研究報告・資料
6
・「産学連携 1983 - 2001」 (調査資料 - 96)
・「科学技術動向 2003 年 4 月号」 (4 月 28 日発行)
 特集 1 ブレインイメージング: 神経疾患の診断・治療に向けた非侵襲技術応用研究
の体制強化の必要性
 ライフサイエンス・医療ユニット 客員研究官 矢野 良治
 特集 2 分散型電源を用いた電力供給システムの構築 - わが国の地域特性に応じた
システムの構築を目指して -
 環境・エネルギーユニット 橋本 幸彦
 特集 3 シリコン半導体デバイス研究に対する大学の関わり
 材料・製造技術ユニット 奥和田久美
 特集 4 米国の科学技術動向
 - 2003 年 AAAS 年次コロキウム速報 - 
客員研究官 清貞 智会
・「Science & Technology Trends〜Quarterly Review No.5(科学技術動向 英文版第7
号)」
文部科学省科学技術政策研究所広報委員会 (政策研ニュース担当: 情報分析課news@nistep.go.jp)
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